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令和 7 年度事業計画 

（令和 7 年４月１日～令和 8 年３月３１日） 

Ｉ．公益目的事業 

幼少年期の子どもの発達の研究に対する助成及びそれに関連する事業。 

１．研究助成事業 

・人間の発達に関する基礎的研究に従事する若手研究者を対象とした研究助成を行う。 

・研究助成額は一件あたり５０万円を限度とし、年間予算総枠は５００万円とする。

・助成対象は４０歳以下、准教授以下、グループ研究の場合には全員がこの要件を

満たすことを必要とする。

・今年度助成の募集テーマは、「幼少期の子どもの可能性を引き出し、心身の調和の

とれた発達をはかる」ことを主目的とする研究であることとする。

２．成果発信事業 

  ①研究助成成果の発信 

・紀要の発行

研究助成の成果として最終報告及び中間報告などを掲載した「紀要」Vol 39 を 

編集、刊行する。 

・オンライン動画セッションの実施

 令和 6 年度受賞者の最終報告の場としてオンライン動画セッションを開催する。 

  ②国際交流事業 

・日本発達心理学会と「国際ワークショップ」講演会を共催する。

II．収益事業 

乳幼児発達検査の普及販売事業。 

１．発達検査販売事業 

・乳幼児発達スケール（ＫＩＤＳ）、随意運動発達検査の販売及び普及活動を行う。

・KIDS 改訂を進める。詳細については第 2 号報告を参照されたい。 

以上 



(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

(1) 経常収益

①基本財産運用益 ( 19,594,760 )

　基本財産運用収入  19,594,760

②事業収益 ( 8,500,000 )

　発達検査販売収益  8,500,000

③雑収益 ( 100,100 )

 雑収益  100,100

　経常収益計  28,194,860

(2) 経常費用

①事業費 ( 17,592,684 )

　研究助成費  5,000,000

　情報収集費  10,000

 会議費  6,000

 旅費交通費  170,000

　印刷製本費  3,800,000

　通信運搬費  640,000

 支払手数料  35,000

　広告宣伝費　  114,600

 諸謝金  340,644

　国際交流開催費  100,000

 業務委託費  110,000

 給料手当  5,797,000

 賃借料  1,144,440

 雑費  325,000

②管理費 ( 7,870,727 )

 給料手当  1,023,000

 福利厚生費  760,000

　役員報酬  345,247

 会議費  500,000

 旅費交通費  630,000

 通信運搬費  72,000

 維持費  360,720

 業務委託費  3,020,000

 支払手数料  35,000

 印刷製本費  120,000

 賃借料  201,960

 水道光熱費  144,000

　租税公課  158,800

 雑費  500,000

 経常費用計 25,463,411

　当期経常増減額  2,731,449

　２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 -  

(2) 経常外費用

経常外費用計 -  

当期経常外増減額 -  

当期一般正味財産増減額 2,731,449

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　基本財産評価益 - 

　当期指定正味財産増減額 - 

収　支　予　算　書
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

科　 　目 金　 　額



1. 資金調達の見込みについて

　当年度における借り入れの予定　　なし

2. 設備投資の見込みについて

設備投資の内容 支出予定額
資金調達方法

又は取得資金の使途

　KIDS 乳幼児発達スケール改定に係る費用 　7,900,000円　 自己資金

資金調達及び設備投資の見込みについて

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで




